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規 則

北海道税条例施行規則等の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年６月８日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道税条例施行規則等の一部を改正する規則
次に掲げる規則の規定中「における公定歩合」を「における日本銀行法第 条第１項第１

号の規定により定められる商業手形の基準割引率」に、「当該公定歩合」を「当該商業手形

の基準割引率」に改める。
北海道税条例施行規則（昭和 年北海道規則第 号）別記第 号様式その１（裏）注意

２の事項、同様式その２（裏）注意２の事項、同様式その３（裏）注意２の事項、同様式
その４（裏）注意２の事項、同様式その５（裏）注意２の事項、同様式その６（裏）注意
２の事項、同様式その７（裏）注意２の事項、同様式その８（裏）注意２の事項、同様式
その９注意２の事項、同様式その （１葉）注意２の事項、同様式その （裏）注意２の
事項、同様式その （裏）注意２の事項、同様式その 注意２の事項、別記第 号様式の
２その１（裏）注意２の事項、同様式その２（裏）注意２の事項、同様式その３（裏）注
意２の事項、同様式その４（裏）注意２の事項、別記第 号様式の３その１（１葉）注意
１の事項、同様式その２（５連）（表）注意１の事項、同様式その３（１連）（裏）注意
１の事項、同様式その４（裏）注意１の事項、同様式その５（裏）注意１の事項、同様式
その６（１連）（裏）注意１の事項、別記第 号様式の３その１（裏）注意３の事項、別
記第 号様式の２の２注意２の事項、別記第 号様式の２の５その１注意２の事項、別記
第 号様式（裏）注意２の事項、別記第 号様式の４その１（表）注意２の事項及び同様
式その２注意２の事項
北海道核燃料税条例施行規則（平成 年北海道規則第 号）別記第４号様式（裏）注意

２の事項
北海道循環資源利用促進税条例施行規則（平成 年北海道規則第 号）別記第 号様

式その１（裏）注意２の事項
附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の北海道税条例施行規則、北海道核燃料
税条例施行規則又は北海道循環資源利用促進税条例施行規則の規定に基づいて作成されて
いる用紙がある場合においては、この規則による改正後の北海道税条例施行規則、北海道
核燃料税条例施行規則又は北海道循環資源利用促進税条例施行規則の規定にかかわらず、
当分の間、使用することを妨げない。

訓 令

北海道訓令第 号

本 庁
出 先 機 関

北海道庁用自動車管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成 年６月８日

北海道知事 高 橋 はるみ
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北海道庁用自動車管理規程の一部を改正する訓令
北海道庁用自動車管理規程（昭和 年北海道訓令第 号）の一部を次のように改正する。
第４条第１項中「並びに次条第２項及び第３項」を「及び次条第１項から第３項まで」に、

「第 条の２第１項」を「第 条の３第１項」に改め、同条第２項中「第 条の２第２項」
を「第 条の３第４項」に改め、同条第４項中「第 条の２第３項」を「第 条の３第５
項」に、「するとともに、その旨を直ちに総務部長へ報告しなければならない」を「しなけ
ればならない」に改め、同条第５項中「第９条の 」を「第９条の 」に改める。
第５条第１項を次のように改める。
道路運送車両法施行規則（昭和 年運輸省令第 号）第 条の３各号に掲げる自動車が
当該各号に定める台数以上配置されている本庁の課等に、道路運送車両法第 条第１項に
規定する整備管理者を置く。
第５条第２項中「使用の本拠を所管する本庁の課等の長が所属の」を「前項の自動車が配

置されている本庁の課等の長が、当該本庁の課等に所属する」に改める。
第 条中「正副２部」を削り、「その正本を整理して保管するとともに、その副本を総務
部長（本庁の部に属する出先機関の長にあっては、当該本庁の部長を経由して総務部長）に
提出しなければならない」を「保管しなければならない」に改める。
別記第１号様式から別記第５号様式までを次のように改める。

別記第１号様式（第７条関係）

運行管理者

自動車配車要求書

使用予定日時 月 日 時 分から
月 日 時 分まで

運 行 区 間 か ら
ま で

片 道
往 復

用 務

乗車者職氏名

乗
車
人
員 人

要求課名及び
担当者職氏名 （内線 ）

運行管理者

自動車運転命令書

使用予定日時 月 日 時 分から
月 日 時 分まで

運 行 区 間 か ら
ま で

片 道
往 復

用 務

乗車者職氏名

乗
車
人
員 人

要求課名及び
担当者職氏名 （内線 ）

別記第２号様式（第７条、第９条関係）

自動車登録番号
又は車両番号

運 転 者 級
職 氏 名

級

上記のとおり配車要求します。

年 月 日

課長 様

課 長

備考 勤務の様態及び出先機関の規模により、この様式により難い場合は、この様
式に準じたものを用いても差し支えありません。
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自 動 車 運 行 管 理 簿

自動車登録番号又は車両番号

命 令

使 用 予 定 日 時 運 行 区 間 用 務
乗 車 者

職 氏 名

運 転 者

職 氏 名

運 転 者 の 報 告

備 考運 行

管理者

運 行

管理者
運 行 日 時 運 行 区 間 走 行 距 離

走 行

実 時 間
待 時 間

運 転 者

職 氏 名

月 日 時 分から

月 日 時 分まで

（往 片）

から

まで

月 日 時 分から

月 日 時 分まで

（往 片）

から

まで

走行後
時間

分

時間

分

年 月 日
走行前

走行距離

月 日 時 分から

月 日 時 分まで

（往 片）

から

まで

月 日 時 分から

月 日 時 分まで

（往 片）

から

まで

走行後
時間

分

時間

分

年 月 日
走行前

走行距離

月 日 時 分から

月 日 時 分まで

（往 片）

から

まで

月 日 時 分から

月 日 時 分まで

（往 片）

から

まで

走行後
時間

分

時間

分

年 月 日
走行前

走行距離

月 日 時 分から

月 日 時 分まで

（往 片）

から

まで

月 日 時 分から

月 日 時 分まで

（往 片）

から

まで

走行後
時間

分

時間

分

年 月 日
走行前

走行距離

月 日 時 分から

月 日 時 分まで

（往 片）

から

まで

月 日 時 分から

月 日 時 分まで

（往 片）

から

まで

走行後
時間

分

時間

分

年 月 日
走行前

走行距離

注１ 備考欄には、修理、整備状況等、適宜必要事項を記載すること。
２ 勤務の態様などにより、この様式により難い場合は、この様式に準じたものを用いて差し支えありません。

自動車登録番号
又は車両番号

運 転 者 級
職 氏 名

級

上記のとおり自動車の運転を命令します。

年 月 日

課 長

次のとおり自動車の運転を行ったことを報告します。

運行管理者

運

転

者

の

報

告

運 行 日 時 月 日 時 分から
月 日 時 分まで

乗車
人員 人

運 行 区 間 か ら
ま で

片 道
往 復

走行
実時
間

時間 分

走 行 後 待 時 間 時間 分

走 行 前 運転者
職氏名

年 月 日
走 行 距 離

備考 勤務の様態及び出先機関の規模により、この様式により難い場合は、この様
式に準じたものを用いても差し支えありません。

別記第３号様式（第７条、第９条関係）
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別記第４号様式（第 条関係）
（表）

北海道総務部長 様 第 号
年 月 日

自 動 車 事 故 報 告 書 職 氏 名

事 故 の 種 別
□加害 □自損 □被害 □人的損害（□職員・□相手側）

□物的損害（□道側・□相手側・□その他（ ））□衝突 □接触 □追突 □その他（ ）

事故発生の日時 年 月 日 午
前

後
時 分 天 候 □晴 □曇 □雨 □雪 □その他（ ）

事故発生場所 道 路 名 国（道、市、町、村）道 線

事

故

の

当

事

者

職 員

所 属 職、氏名及び年
齢

（ 歳）
年 月 日生

免 許 □有 □無 □停止中
免許取得 年 月 日 自動車等の種別、

車名及び登録番号
並びに所有の区分

種別 年式
車名 登録番号

□道有車 □借上車
実 車
空 車 の 別 □実車 人 □空車

契約保険会社名
（自賠責保険） 電話 証 明 書 番 号 保 険 契 約 者

相手側
□ 人
□自動車
□バ ス
□バイク
□自転車
□その他

氏名及び年齢 （ 歳）
年 月 日生 住 所

勤務先所在地及
び代表者名 電話

示談等連絡先
住所及び氏名 電話

免 許 □有 □無 □停止中 自動車等の種別、
車名及び登録番号

種別 年式
車名 登録番号

契約保険会社名
（自賠責保険又は
任意保険） 電話

証 明 書 番 号 保 険 契 約 者

事 故 の 概 況 事故現場の見取図及び写真

別添のとおり 別添のとおり

傷害の部位及び
程度

職 員
□入院 月 日から 月 日まで

傷病名 全治見込み 日 □死亡
□通院 月 日から 月 日まで

相 手 側
□入院 月 日から 月 日まで

傷病名 全治見込み 日 □死亡
□通院 月 日から 月 日まで

物件破損の程度
道 側 部 位 評 価 円

相 手 側 部 位 評 価 円

事 故 の 原 因 別添のとおり

職員に関する調査
（加害又は自損の
場合）

事故発生前１
週間の 働状況

事故車両の運
転経歴

事故当日の健康
状態

運転経路に対
する認識

過去における違
反又は事故の有
無及び内容

□有（ ）

□無

職員及び所属長
の事故処理状況

別添のとおり

事故本人等の申
立て

（事故の概況等）
本 人 職 氏 名

上記のとおり相違ありません。 年 月 日 同乗者等職氏名

勤務状況と所属
長の意見 所属長職氏名

（裏）

発生原因

そ
の
他

積
載
不
適
当

乗
車
不
適
当

合
図
不
履
行

灯
火
違
反

駐
車
・
停
車
違
反

歩
行
者
保
護
義
務
違
反

優
先
通
行
違
反

割
込
み
違
反

通
行
禁
止
・
制
限
違
反

す
べ
り
止
め
、
そ
の
他
の
装
置
を
欠
く

故
障
車
運
転

運
転
未
熟

転
回
不
適
当

信
号
無
視

め
い
て
い
運
転

無
免
許
運
転

過
労
運
転

速
度
超
過

安
全
運
転
違
反

通
行
区
分
違
反

追
従
不
適
当

後
退
不
適
当

左
折
不
適
当

右
折
不
適
当

踏
切
不
停
止

一
時
不
停
止

徐
行
不
履
行

追
越
不
適
当

前
方
不
注
意

注１ 各欄の記入は、次によること。
該当する箇所にレ印を付ける。ただし、加害、被害又は自損

の別が不明の場合は、空欄とする。
貨物自動車、普通乗用自動車、特殊自動車、自動二輪車等の

種別、車名及び自動車登録番号又は車両番号を記入し、該当車
両箇所にレ印で記入する
当該車両に運転者を含む乗車者がいたかどうかの別を該当す

る箇所にレ印で記入する。
勤務先所在地及び勤務先の代表者氏名を記入する。未成年者

の場合はその監督義務者の氏名を記入する。
相手側が自動車等の場合に記入するもので、記入の要領は、
の例による。
相手側が自動車等の場合、当該自動車等が加入している自賠

責保険又は任意保険の会社名を記入する。
事故の概況を時間的経過に従い詳細に記入するもので、事故

当時の道路状況（道路の構造、状態等）、交通量及び天候状態
を報告する。
事故地点を×印で表示するとともに、事故現場を中心に当該

道路付近の著名な建物等を記載し、現場を確認できるよう記入
する。
傷害の部位、傷病名及びその程度を医師の診断により記入す

る。
運転者（相手側の運転者を含む。）について、道路交通法施

行令別表第１、別表第２及び別表第５に掲げる行為の種別に従い、
事故原因を記入するもので、車両、歩行者、道路状況等につい
ても、事故原因と関連があると思われるものについては詳細に
記入する。
各 動日ごとに、具体的な業務内容を記入すること。
運転業務に専念する職員については当該車両の運転経験年月

数、臨時的に運転業務に従事する職員については事故発生前２
箇月間の運転経験日数又は時間を記入する。
事故が発生した道路に対する運転者の認識の程度及び当該道

路を通行した頻度等を記入する。
事故概況等を運転者（同乗者がある場合は、その者を含

む。）に直接記入させる。

道側の原因は に、相手方の原因は に朱円を付けること。
当該事故の原因には、漏れなく朱円を付け、そのうちの主な原
因と認めたものには、◎の朱円とすること。

２ 次に掲げる書類を添付すること。
事故の概況を記載した書類
事故現場の見取図及び写真
双方の事故車両の写真
事故の原因を記載した書類
職員及び所属長の事故処理状況を記載した書類
双方の運転免許証の写し
職員の職務経歴書の写し（加害又は自損の場合に限る。）
傷害を負った者の診断書の写し（人身事故の場合に限る。）
双方の損害額見積書の写し
双方の事故車両の自動車検査証の写し
双方の自動車損害賠償責任保険証明書の写し（人身事故の場

合に限る。）
交通事故証明書の写し（自動車安全運転センターの作成した

ものに限る。）
職員の運転記録証明書又は無事故無違反証明書の写し（自動

車安全運転センターの作成したものに限る。）
自動車運転命令書又は自動車運行管理簿の写し
始業点検票の写し
旅行命令簿の写し
出勤簿の写し
職員の運転免許停止（取消）処分通知書の写し（職員が運転

免許停止（取消）処分を受けた場合に限る。）
その他関係書類
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別記第５号様式（第 条関係）
その１ 庁 用 自 動 車 管 理 台 帳 年度

車 両 区 分 年 式 取 得 年 月 日 メーカー 車 名 総排気量（ ）
自動車登録番号（車両番号）

使用燃料
所属名

陸運名 番 号 かな 番 号

昨年度末走行キロ数 昨年度末累計燃料使用量及び金額 円

本年度末走行キロ数 本年度燃料使用量及び金額 円

本 年 度 走 行 キ ロ 合 計 円

維 持 費 前年度末累計維持費 円

修 繕 料 消 耗 品 費 手 数 料 車 検 経 費 保 険 料 重 量 税 合 計 本 年 度 維 持 費 円

合 計 円

その２ 庁用自動車管理台帳（借上車） 年度

車 両 区 分 年 式 取 得 年 月 日 メーカー 車 名 総排気量（ ）
自動車登録番号（車両番号）

使用燃料
所属名

陸運名 番 号 かな 番 号

昨年度末走行キロ数 昨年度末累計燃料使用量及び金額 円

本年度末走行キロ数 本年度燃料使用量及び金額 円

本 年 度 走 行 キ ロ 合 計 円

維 持 費 前年度末累計維持費 円

修 繕 料 消 耗 品 費 手 数 料 合 計 本 年 度 維 持 費 円

合 計 円
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附 則

この訓令は、平成 年６月８日から施行する。

告 示

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により、次のとおり土地改良区
の役員の就任及び退任の届出があった。
平成 年６月８日

北海道知事 高 橋 はるみ
門別土地改良区
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成 理 事 三 輪 茂 沙流郡日高町字 町 番地の
同 同 同 藤 原 恒 男 同 字旭町 番地の２
同 同 同 姉 川 規 晃 同 字豊田 番地２
同 同 同 坪 田 信 作 同 字豊郷 番地の４
同 同 同 奥 山 喜 義 新冠郡新冠町字大狩部 番地の３
同 同 同 坂 東 進 沙流郡日高町字清畠 番地の
同 同 監 事 竹 島 幸 治 同 富川西 丁目３番 号
同 同 同 田 中 義 光 同 字正和 番地４
退 任 同 理 事 三 輪 茂 沙流郡日高町字 町 番地の
同 同 同 上 田 和 弘 同 字清畠 番地
同 同 同 藤 原 恒 男 同 字旭町 番地の２
同 同 同 姉 川 規 晃 同 字豊田 番地２
同 同 同 坪 田 信 作 同 字豊郷 番地の４
同 同 同 奥 山 喜 義 新冠郡新冠町字大狩部 番地の３
同 同 監 事 竹 島 幸 治 沙流郡日高町富川西１丁目３番 号
同 同 同 田 中 義 光 同 字正和 番地４
訓子府土地改良区
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成 理 事 池 一 春 常呂郡訓子府町字清住 番地１
同 同 同 清 井 敏 行 同 字西富 番地２
同 同 同 藤 隆 同 字清住 番地
同 同 同 長谷川 喜代司 同 字実郷 番地５
同 同 同 中 田 正 美 同 字穂波 番地

同 同 同 黒 河 健 治 同 字福野 番地５
同 同 同 宮 本 憲 司 同 字日出 番地２
退 任 同 同 深 見 定 雄 同 東町 番地
同 同 同 清 井 敏 行 同 字西富 番地２
同 同 同 柴 田 隆 同 字弥生 番地３
同 同 同 藤 隆 同 字清住 番地
同 同 同 長谷川 喜代司 同 字実郷 番地５
同 同 同 中 田 正 美 同 字穂波 番地
同 同 同 仁 義 則 幸 同 字日出 番地

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第２項の規定により、次のとおり土地改良区
の定款の変更を認可した。
平成 年６月８日

北海道知事 高 橋 はるみ
認可年月日 土 地 改 良 区 名
平成 音更町土地改良区
同 渡島平野土地改良区

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の３第１項の規定により、道営土地改良（東
養老牛地区農免農道整備）事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、北海道根室支庁に備え置いて、平成 年６月 日から 日間、一般の縦

覧に供する。
なお、この変更計画については、同条第６項において準用する同法第 条第６項の規定に

基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して 日以内に北海道知事に異議申立てをするこ
とができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服がある者は、同条第 項の規定に基づき、北海

道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の取
消しの訴えを提起することができる。
平成 年６月８日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
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定を解除する。
平成 年６月８日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除に係る保安林の所在場所 釧路市阿寒町阿寒湖温泉二丁目２の１（次の図に示す

部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 名所又は旧跡の風致の保存
３ 解 除 の 理 由 公共施設用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道釧路支庁産業振興部林務課及び釧路市役所に

備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成 年６月８日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林 上磯郡木古内町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
木古内町（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
２ 指定施業要件変更予定保安林 士別市（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
保安林として指定された目的 干害の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
士別市（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係支庁産業振興
部林務課並びに士別市役所及び木古内町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和 年法律第 号）第 条の３において準用する同法第 条の規定による通知があっ
た。
平成 年６月８日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林

の所在場所
足寄郡足寄町・陸別町（以上２町国有林。次の図に

示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 水源のかん養
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
足寄町（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
２ 指定施業要件変更予定保安林 足寄郡足寄町（国有林。次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
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３ 指定施業要件変更予定保安林 足寄郡足寄町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
の所在場所
保安林として指定された目的 公衆の保健
変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐は、択伐による。
足寄町（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部

林務局治山課及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の３において準用する同法第 条第３項の規定に
よる保安林の指定施業要件の変更の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第 条
の規定により、その通知の内容を奥尻町役場の掲示場に掲示した。その要旨は、平成 年農
林水産省告示第 号のとおりである。

平成 年６月８日
北海道知事 高 橋 はるみ

所在が不分明な者
奥尻郡奥尻町字球浦７、８、 、 から まで所在の森林について所有権を有する

濱 健次郎
奥尻郡奥尻町字球浦９の森林について所有権を有する 新 川 大 吉

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道釧路土木現業所に備え置いて、告

示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年６月８日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 道路の種類 道道

２ 路 線 名 雄別釧路線
３ 道路の区域

区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
釧路市阿寒町舌辛原野 線北 番２地先（河川敷地）から 前 から ──釧路市阿寒町舌辛原野 線号外７番８地先まで まで

後 から ──まで

道 競 馬 事 務 所 告 示

北海道競馬事務所告示第 号

次のとおり随意契約の相手方を決定した。
平成 年６月８日

北海道競馬事務所長 北 村 健
１ 随意契約に係る特定役務の名称及び数量

トータリゼータシステム保守業務（地方系） 一式
トータリゼータシステム保守業務（中央系） 一式
平成 年度北海道地方競馬開催に係る札幌競馬場（本場）及び札幌場外発売所清掃業

務 一式
２ 随意契約の相手方を決定した日

平成 年３月 日
平成 年４月２日
平成 年４月２日

３ 随意契約の相手方の氏名及び住所
ア 氏 名 トータリゼータエンジニアリング株式会社
イ 住 所 東京都品川区南大井６丁目 番 号
ア 氏 名 日本トータリゼータ株式会社
イ 住 所 東京都江東区永代１丁目 番５号
ア 氏 名 共栄商事株式会社
イ 住 所 東京都港区新橋４丁目５番４号

４ 随意契約に係る契約金額
円
円
円

５ 契約の相手方を決定した手続
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随意契約
６ 随意契約によった理由

１の 及び
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
号）第 条第１項第２号の規定による。
１の
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
号）第 条第１項第１号の規定による。

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
名 称 北海道競馬事務所総務課
所在地 札幌市中央区北３条西７丁目

道 企 業 管 理 規 程

北海道企業管理規程第９号

ポンテシオダム管理規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成 年６月８日

北海道公営企業管理者 青 木 次 郎
ポンテシオダム管理規程の一部を改正する規程

ポンテシオダム管理規程（昭和 年北海道企業管理規程第２号）の一部を次のように改正
する。
第２条第１項中「天塩川発電管理事務所」を「鷹泊発電管理事務所」に改める。
第３条第１項中「天塩川発電管理事務所長」を「鷹泊発電管理事務所長」に改める。
第７条中「上川地方」を「上川北部地方又は上川中部地方」に改める。
第 条を次のように改める。
（地震発生後のダムの臨時点検及び報告）

第 条 旭川地方気 台で発表された気 庁震度階（以下「気 庁震度階」という。）が４
以上である地震が発生したときは、発生後において、別表第４の１及び別表第１ 欄の例
により、臨時点検及び通報を行うとともに、地震による異常が発見された場合は、別表第
４の２の様式例により報告書を提出しなければならない。
別表第４の１を次のように改める。

別表第４の１（第 条）
臨時点検については、主に目視による外観点検（以下「一次点検」という。）及び一次点

検後の詳細な外観点検と計測による点検（以下「二次点検」という。）に区分する。
地震発生後にそれぞれの時点で次の事項を電話等により速やかに報告すること。

）地震発生後おおむね１時間以内
）地震発生時間と最大加速度又は気 庁震度階
）臨時点検対 ダム名

）地震発生後おおむね３時間以内
）一次点検結果
）二次点検実施の有無及び実施時期

）地震発生後おおむね 時間以内
）二次点検を実施した場合は、その結果。ただし、気 庁震度階が４である地震の場
合において、一次点検の結果、被災が確認されないときは、二次点検の実施を省略で
きるものとする。また、気 庁震度階が５弱以上である地震の場合には、速やかに一
次点検及び二次点検を実施し、被害の状況を把握するものとするが、二次点検の実施
が夜間に及ぶ場合には、一次点検において、被災が確認されない場合に限り、地震後
の出水の可能性等に配慮しつつ、即時点検の必要性や夜間視認の不確実性を考慮の上、
二次点検を翌日の早朝に実施することができるものとする。
附 則

この規程は、公布の日から施行する。

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第 号

次のとおり随意契約の相手方を決定した。
平成 年６月８日

北海道警察本部長 口 建 史
１ 随意契約に係る物品等の名称及び数量

随意契約に係る物品等の名称
５型カード基体 枚×３入 １箱あたりの単価
５型高速型用リボン 枚×１入×７種 １箱あたりの単価
５型プリンタヘッド １個あたりの単価
吸気フィルター 大 １個あたりの単価
吸気フィルター 小 １個あたりの単価
ゴミ取りローラー １個あたりの単価
搬送ローラー １個あたりの単価
ヒートローラー 上 １個あたりの単価
ヒートローラー 下 １個あたりの単価

ブッシュ付ブラケットハウジング ２個組 １組あたりの単価
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ハロゲンランプ １個あたりの単価
温度センサー １個あたりの単価
真空パッド ５個組 １組あたりの単価
数量（調達数量）
５型カード基体 枚 ３入 箱
５型高速型用リボン 枚×１入×７種 箱
５型プリンタヘッド 個
吸気フィルター 大 個
吸気フィルター 小 個
ゴミ取りローラー 個
搬送ローラー 個
ヒートローラー 上 個
ヒートローラー 下 個

ブッシュ付ブラケットハウジング ２個組 組
ハロゲンランプ 個
温度センサー 個
真空パッド ５個組 ８組

２ 落札を決定した日
平成 年３月 日

３ 落札者の氏名及び住所
氏 名 コニカミノルタアイディーシステム株式会社
住 所 東京都新宿区新宿４丁目３番 号

４ 随意契約に係る契約金額
５型カード基体 枚×３入 １箱あたり 円
５型高速型用リボン 枚×１入×７種 １箱あたり 円
５型プリンタヘッド １個あたり 円
吸気フィルター 大 １個あたり 円
吸気フィルター 小 １個あたり 円
ゴミ取りローラー １個あたり 円
搬送ローラー １個あたり 円
ヒートローラー 上 １個あたり 円
ヒートローラー 下 １個あたり 円

ブッシュ付ブラケットハウジング ２個組 １組あたり 円
ハロゲンランプ １個あたり 円
温度センサー １個あたり 円

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額 円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社

真空パッド ５個組 １組あたり 円
５ 契約の相手方を決定した手続
随意契約

６ 随意契約によった理由
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
号）第 条第１項第２号の規定による。

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
氏 名 北海道警察本部総務部会計課
住 所 札幌市中央区北２条西７丁目

正 誤

○平成 年５月 日（号外第 号）
北海道人事委員会規則７ （管理職手当に関する規則の一部を改正する規則）中に次

のとおり誤りがあったので訂正する。
ページ 欄 行

右
誤 別表第２
正 別表第１


